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抄　録

　子育て・教育は地域において共同的に行われる営みであり、国及び自治体の各種のサービス
が有機的に働くことが不可欠である。「産後ケア事業」は母子保健の分野における施策であるが、
出産（子どもの誕生）から子育て・教育の第一歩への支援の形として注目される。実施主体は
市町村であり実施も努力義務であるが、「次元の異なる少子化対策」の一環としてこども未来
戦略方針（2023.6.13閣議決定）に位置づけられ、これまでの限定的な要介入支援層対象ではな
く、必要な者すべてを対象としたユニバーサル化の方向へと向かっている。本稿では、鳥取県
及び滋賀県を事例に「産後ケア事業」の現状を踏まえ、自治体が提供している各種の支援との
連携や保育・幼児教育との接続の可能性を明らかにした。

キーワード：産後ケア事業、地域共同システム、自治体総合施策、連携接続、鳥取県滋賀県

１．研究の背景及び趣旨

　出産後の養生は昔から大切だと言われ、生後１か月過ぎの宮参りまでは家事・農作業などの
免除軽減がなされ、母体の回復と授乳などの育児が軌道に乗るよう産婆や家族、親せき、近隣
の人々による援助が行われていた。病院・産院での出産が主である現代においては、家族や近
親者による援助のほか、退院後、産後２週間健診や１か月健診をはじめ母乳外来や電話相談等
が病院・産院で行われている。しかしながら、核家族化や晩婚化、種々の事情から家族内や近
親者からの十分な援助が受けにくい場合もあり、身体的回復や心理的安定を図る産後ケアの重
要性が、いま再び注目されている。
　他方、子育て教育を時間軸でみたとき、就学前は様々な課題がある時期である。小学校と幼
児教育・保育の接続問題、幼小連携、幼稚園と保育所の教育と福祉の二元的制度、認定こども
園が発足した後も３歳以上と３歳未満の段差は様々な意味で在る。支援のメニューは色々ある
が、出産後、病院や産院と離れ、保育所やこども園、育児サークルや近隣の繋がりなど次のい
わば居場所が確定するまでの期間が見落とされがちではなかっただろうか。「産前産後からの
切れ目ない支援」を今一度保育・教育の連続した視点、また、自治体施策全体の視点からも追
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究する必要があるであろうというのが、「産後ケア事業」を取り上げる本稿の発想である。
　本稿１）では、母子保健法に基づき市町村（特別区を含む）が実施主体として行う「産後ケ
ア事業」について、出産（子どもの誕生）から子育て・教育の第一歩への支援の形として注目
し、その現状を明らかにするとともに自治体が提供している各種の支援との連携や保育・幼児
教育との接続を探った。その際、少子高齢化が進むとともに人口全国最少県である鳥取県と、
京都・大阪圏から子育て世代が流入して人口に占める15歳未満の子ども人口が全国第２位の滋
賀県とを事例として取り上げた。

２．「産後ケア事業」とは

（１）制度的位置づけ
１）経緯
　従来から行われてきた産後ケアに対して、「産後ケア事業」とは、母子保健法に基づき市町
村が実施主体として行う事業を指す。政策の経緯をみると、これは妊産婦等の多様なニーズに
応じ、妊娠から出産、子育て期までの切れ目ない支援を行うための「妊娠・出産包括支援モ
デル事業」（2014）、その本格実施（2015）、「産前産後サポート事業ガイドライン」「産後ケア
事業ガイドライン」の策定（2017）を経て、母子保健法一部改正による産後ケア事業の法制化
（2019）、前出ガイドラインの改訂（2020）があり、2021年４月から対象を産後１年未満へと
広げて実施されている。
　2019年の母子保健法の改正は、「産後ケア事業」について市町村の実施努力義務を明記し、
その意味で「産後ケア事業の法制化」と言われる。また、それまで生後４か月頃までを対象と
していたのを、産後１年未満へと対象を拡大し、関係機関および自治体間の協議・連携につい
ても言及したのが特徴である。
２）「産後ケア事業ガイドライン」（2020）による「産後ケア事業」の概要
　まず、事業の目的であるが、①母親の身体的回復と心理的な安定の促進、②母親自身のセル
フケア能力の獲得、③母子の愛着形成、④母子とその家族が健やかな育児ができるよう支援す
ることである。
　実施主体は、市町村である。ただし、事業の全部または一部を委託することができる。委託
先は病院・診療所・助産所等である。また、単一ではなく複数の市町村が連携して実施するこ
とも可能である。
　利用者は、市町村が支援の必要をアセスメントし決定するが、産後に不調又は育児不安、そ
の他特に支援が必要と認められる者で、感染性疾患・入院加療の必要・医療的介入の必要のあ
る者を除く。対象時期は、生後１年である。
　実施担当者は、助産師、保健師、看護師を１名以上置き、出産後４か月頃までは原則、助産
師を中心とした実施体制をとり、その上で、心理に関しての知識を有する者、保育士・管理栄
養士等、事業の趣旨や内容を理解した研修受講者を置くことができるとされた。
　実施の方法は、管理者をおき、短期入所（ショートステイ）型、通所（デイサービス）型、
居宅訪問（アウトリーチ）型の３種類が想定されている。ケアの内容は、①母親の身体的ケア
及び保健指導、栄養指導、②母親の心理的ケア、③適切な授乳ができるためのケア（乳房ケア
を含む）、④育児の手技についての具体的な指導及び相談、⑤生活の相談、支援である。
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　いずれの実施方法においても、利用料が徴収されるが、生活保護世帯・低所得世帯には減免
措置が望まれると記載されている。
３）利用者の包含関係
　さて、「産後ケア事業」の利用には本人の希望だけでなく市町村のアセスメントがあるが、
母子保健事業全体の中で「産後ケア事業」はどこに位置づくのであろうか。図１は、「産前・
産後サポート事業ガイドライン／産後ケア事業ガイドライン」（2020）及び「子育て世代包括
支援センター業務ガイドライン」（2017）より作成した「利用者の包含関係」である。

　市町村には、従来から母子保健の分野と子育て支援の分野があり、それぞれに多様な施策が
行われてきた。そして、妊娠期から子育て期にわたる切れ目のない支援のワンストップ拠点と
して「子育て世代包括支援センター」（法律上は、「母子健康包括支援センター」という名称）
の設置が市町村の努力義務とされている（2016）。
　これらの包含関係は、「思春期・更年期も対象とする母子保健事業全体の利用者」の中に「子
育て世代包括支援センターの利用者」すなわち「全ての妊産婦・就学前の乳幼児とその保護者」
があり、更にその中に「産前・産後サポート事業の利用者」すなわち「身近に相談できる者が
いないなど支援を受けることが適当と判断された妊産婦」があり、さらにその一部が「産後ケ
ア事業の利用者」すなわち「産後に心身に不調又は育児不安その他特に支援が必要と認められ
る者」があるという構造になっている。
　「子育て世代包括支援センター業務ガイドライン」（2017）は、子育て世代包括支援センター
の利用者を「一般層（特別な支援ニーズは顕在化していない層）」、「中間層（一般的な子育て
支援よりも手厚い支援を必要とする層）」、「要介入支援層（関係機関との連携により、より専
門的な支援が必要な層）」の３層に区分しているが、「産後ケア事業」の利用者は、「要介入支援層」
に入る。
　「産後ケア事業」は、医療的介入を必要としない範囲ではあるが、そもそも高リスクのひと

図１　利用者の包含関係
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が事業対象として想定されているのである。
（２）実施状況
　「産後ケア事業」の全国的な実施状況を見ると、2020年度には、1,741市町村のうち1,158市町
村で実施されており、実施率は66.5％であった２）。翌2021年度では、1,360市町村で実施されて
おり（実施率78.1％）、宿泊（短期入所）型、デイサービス（通所）型、アウトリーチ（居宅訪問）
型それぞれの実利用人数の合計は、49,630人と報告されている３）。
　市町村の実施努力義務化が法律に明記された2019年の法改正（2021年実施）以降、実施率は
加速度的に上がっていることが予想される。

３．鳥取県における取り組み

（１）鳥取県の概要
　鳥取県は、中国山地の北側日本海に面
した山陰地方にあり、東西に長いことか
ら県下19市町村が東部（鳥取市・岩美町・
八頭町・若桜町・智頭町）、中部（倉吉市・
湯梨浜町・三朝町・北栄町・琴浦町）、西
部（米子市・境港市・南部町・伯耆町・
日吉津村・大山町・日南町・日野町・江
府町）の３圏域に分かれて一定のまとま
りをみせている（図２４））。2022年３月１
日現在で人口546,453人、世帯数220,381世
帯（鳥取県HP）の人口全国最少県である。少子化問題は地域の存続に関わる問題として深刻
であり、2009年10月に人口が60万人を下回ったことをきっかけとして、2010年に「子育て王国
とっとり」の建国を宣言し、2014年には「子育て王国とっとり条例」が制定されている。
（２）「産後ケア事業」の取り組み
１）県の取り組み
　鳥取県は、2010年度から「とっとり子育て応援ガイドブック」の発行と「子育て王国とっと
りサイト」の開設を行い、以後「産後ケア事業」についても各市町村の取り組みを一覧表にし
て掲載するなど、県民への情報発信と市町村間の情報共有に資している。
　国のモデル事業が始まった2014年には、一早く県下で独自にニーズ調査を実施している５）。
すなわち、０～１歳の子どものいる母親3,000人を対象に、妊産婦がどのような支援を望んで
いるのかを具体的に尋ねている。結果、産後には睡眠不足やイライラなど体調面・精神面がす
ぐれない人が半数いて、上の子どもも含めた育児や家事負担軽減のための支援を必要としてお
り、支援策として「乳児の一時預かり」「産後デイケア」「保健師・助産師等の専門家による家
庭訪問」「産後ショートステイ」等のサービスの推進が期待されていた。
　なお、「産後ケア事業」を展開する上での人的・物的な環境として、鳥取県は人口10万人あ
たりの就業助産師数は全国２位である。同様に保健師数・看護師数も他県と比べて多い６）。出
産にかかわる医療機関や助産所数は、図３７）のように、産婦人科病院・医院21、助産所11となっ
ている。

図２　鳥取県下の自治体マップ
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表１　鳥取県19市町村における産後ケア事業の取り組み（2021年４月１日現在）

図３　とっとり県の子育て安心マップ（2021年１月改訂版）
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２）市町村の取り組み
　そして、表１に示すように、2021年４月１日現在では19市町村のすべて８）が「産後ケア事業」
のいずれかを実施していた（短期入所型18、通所型15、居宅訪問型９）。うち、子育て世代包
括支援センターが担当部署となっているのは８市町村であった。さらに、１年後の2022年４月
１日現在９）においては、短期入所型18、通所型17（＋岩美町・江府町）、居宅訪問型13（＋鳥
取市・日吉津村・日南町・江府町）へと増えていた（子育て世代包括支援センターの担当部署
数は変わらず）。
３）圏域の取り組み
　詳しい状況を東部圏域（１市４町）にしぼって、探ってみた。表２は、鳥取県東部圏域１市
４町の2020年の出生数、立地する産科のある病院・産科医院・助産所の数、それぞれの市町が
定める短期入所の利用料、施設の委託料を一覧にしたものである。当該市町が産後ケア事業を
委託している病院・産科医院と助産所の数は、それぞれの欄に（）書きをした。短期入所利用
料は、従来の補助のない課税世帯の額である。前日および翌日の利用時間の規定には若干の違
いがあることが予想されるが、１泊した場合の料金である。
　鳥取市は県庁所在地で人口も比較的多く面積も広い。４町からは、かかる時間の多少はある
が、通勤・通学が可能な範囲にある。出産時は、鳥取市内の病院や産院が利用されることも多
い。産後ケア事業での短期入所の委託も、町に病院・産科医院・助産所がない場合は、市町を
跨いだ委託が圏域内で行われていることが覗われる。ホームページには記載のみられない町も
あるが、利用料および委託料もほぼ同額であり、圏域内での調整や情報収集による横並び化が
あると考えられる。
（３）現状と課題
　鳥取県において特筆すべきは、2020年から「産後ケア事業」の無償化と呼ばれる施策が実現
していることである。これは、市町村がアセスメントを行なって利用を認めた利用者の個人負
担分の助成を鳥取県が行っていることを指す。
　もう一つは、産後ケアを行う助産所の増改築改修に要する工事費等の助成が始まったことで
ある。
　ちなみに2022年度予算では、個人負担分の県助成に300万円、有床設備のある助産所の工事・
設備・賃借料等助成に300万円が計上された。県の試算によると、前者はおよそ83泊分で出生

表２　鳥取県東部圏域における産科・助産施設と産後ケア事業（2021年１月現在）
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数の２％が対象、後者は県1/2・市町村1/4・事業者1/4、または県1/2・事業者1/2の負担割合
である10）。
　この施策の前提として、鳥取県は、県政全般に関わる「第２期戦略『鳥取県令和新時代創生
戦略』（素案）」についてのパブリックコメントを実施しており（実施期間2020年１月24日～２
月12日）、その実施結果を2020年３月31日に発表している11）。応募件数は51件であったが、そ
のうち24件が産後ケア・産後ケア施設・産後ケア事業への要望であった。産後ケアの重要性や
必要から受け皿としての産後ケア施設への支援や、対象の拡大の必要を述べる意見であった。
そして、これらの意見への県の対応は、「①第２期戦略に反映（一部反映を含む）、②具体的施
策に係る今後の検討の参考とさせていただきます」というものであった。

４．滋賀県における取り組み

（１）滋賀県の概要
　 滋 賀 県 は、 人 口1,406,186人・ 世 帯 数603,202
（2023.8.1推計12））であり、出生数（2021年13））は
10,130人である。滋賀県は、総人口に占めるこども
（15歳未満）の割合が高く、沖縄県についで全国第
２位14）となっている。その理由は、京都・大阪圏
からの子育て世代の流入があるとみられている15）。
　琵琶湖を囲んで滋賀県には19市町がある（図４16））
が、障がい児者の発達保障思想発祥の地であると
ともに、乳幼児健診大津方式とその全県展開で知
られている17）。また、滋賀県2015「淡海子ども・若
者プラン：子ども・子育て環境日本一の滋賀を目
指して」（全216頁）、同2020「淡海子ども・若者プ
ラン：子どもの笑顔と幸せあふれる滋賀を目指し
て」（全136頁）が冊子体またはウェブ版として公
開されている。
（２）「産後ケア事業」の取り組み
　県レベルでみると、滋賀県の取り組みは早く、「滋賀県産後ケア事業実施要領」を定めてサー
ビスの総額費用を示すとともに、2016年４月から施行していた。実施主体は市町であり、短期
入所型と通所型を例示しており、対象年齢は子が満１歳（施行当時国は４か月頃）までとして
いた。その後も、滋賀県は研修と推進の役割を担ってきた。
　その結果、2023年８月現在、19市町の全てにおいて「産後ケア事業」が取り組まれている（表
３）。各市町HPで確認したところ、型別の実施状況は短期入所型18、通所型18、居宅訪問型９
である18）。また、利用料金は、課税世帯で①短期入所6,000～24,000円（平均8,089円）、②通所3,000
～12,000円（平均4,000円）、③訪問1,000～2,100円（１回ないし１時間料金）であった。

図４　滋賀県下の自治体マップ
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　特徴を概括すると、全19市町において産後ケア事業を実施、３形態すべてを提供しているの
は８市町、HPで「産後ケア事業実施要綱」のみを載せている市町は３市町、高島市は生後７
か月までの乳児すべてに母乳指導のチケットを配布、窓口は健康推進課が８市町であり他には
医療保険課等があった。なお、滋賀県は「淡海子ども・若者プラン2020-24」19）の中で、妊娠期
からの切れ目ない支援体制の整備、虐待防止、産後ケア事業の数値目標（令和６年度に全市町
で実施）において「産後ケア事業」に言及していた。
（３）草津市における新生児―乳児期―幼児期を繋ぐ構想と試み
　「産後ケア事業」を子育て・教育にかかわる施策の中で見ると、草津市は切れ目ない支援を
強く意識して「草津市版ネウボラ（イメージ図）」（図５20））を掲げて、妊娠前・妊娠期・出産・
産後・子育て期にわたる各種のサービスを見やすく一覧にしていた。
　草津市の「産後ケア事業」は、草津・栗東・守山市で助産師会や産科医会に委託し、通所型
は実施せず、医療機関への宿泊サービスと助産師の自宅訪問サービスの２種類を実施しており、
子育て相談センター（相談・支援係）が窓口となっている。対象となった場合、短期入所、訪
問サービスをあわせて７日［回］以内利用でき、生活保護世帯・市民税非課税世帯には利用料
金の減免制度がある。対象期間は産後４か月未満であり、１歳までの延長は全国の他市町村同
様に今後の課題となっている。草津市では、利用家庭の情報は子育て相談センターに集約し、
全戸を対象とした生後４か月までに実施する「すこやか訪問①（保健師・助産師訪問）」及び
同じく７か月頃の「すこやか訪問②（保育士訪問）」での支援に繋げる工夫が行われている。
臨床心理士、公認心理師が常勤職員として相談業務以外にも従事し、助産師、保健師、保育士
と連携していることも特徴である。

表３　滋賀県19市町における産後ケア事業の取り組み（2023年８月21日現在）
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５．ユニバーサル化の動向

（１）国会審議から
　「次元の異なる少子化対策」がテーマの一つに急浮上した第211回国会（2023.1.23～6.21）に
おいて、「産後ケア事業」がどのように論議されたかをみておこう。国会会議録検索システム
https://kokkai.ndl.go.jp/#/において「産後ケア事業」で検索すると、2023.9.13現在で８件・20
箇所がヒットした。主な国会答弁は以下のようであるが、結論的にはユニバーサル化の方向性
が読み取れる。
　まず、岸田文雄首相は、「妊娠から出産、子育てまでの身近な伴走型の相談支援と経済的な
支援を一体として実施する事業を創設するとともに、産後ケア事業の利用料減免措置の導入な
どを行うこととしており、これらの取組を通じて、子ども・子育て支援へと適切につなげてま
いります。」（第211回国会、衆議院・本会議第11号、令和５年３月16日、№040）（下線は引用者、
以下同様）としている。
　次に、小倉將信内閣府特命担当大臣は、「来年度の予算案におきましては、非課税世帯を対
象に実施をしていた利用料減免支援について、所得のいかんにかかわらず、産後ケアを必要と
する全ての産婦を対象とすることとしておりまして、これにより利用者の増加につながり、ひ
いては事業者の経営状況の改善に資するものと考えております。／･･･事業実施に当たっての
課題把握のため、自治体から事業者への委託料など、産後ケア事業の実態につきまして、厚労

図５　草津市版ネウボラ（イメージ図）
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省が現在、自治体に対して調査を行っているところであります。」（第211回国会、衆議院・予
算委員会第５号、令和５年２月２日、№271）（「／」は会議録の段落区分を、「･･･」は引用に
際しての省略を示す、以下同様）と述べている。
　加藤勝信厚生労働大臣は、「必要とする全ての方が心身のケアや産児サポート等を行う産後
ケア事業の支援を受けられるよう全国展開に取り組む、もうこれは既に母子保健法の改正等に
よって努力義務も課せられているわけでありますけれども。また、昨年の児童福祉法改正によ
り創設した、主に支援の必要性の高い家庭に対して育児・家事支援を行う子育て世帯訪問支援
事業について、令和六年度の施行に先駆けて令和三年度から既にモデル事業を実施していると
ころであります。」（第211回国会、参議院・予算委員会第４号、令和５年３月３日、№221）と、
「必要とする全ての方」という言い回しをしている。
　自見はなこ内閣府大臣政務官は、「昨年度、厚生労働省の調査研究事業におきまして実施い
たしました自治体ヒアリングにおきましては、育児不安等という要件が利用者にとってハード
ルが高く感じられ、利用をちゅうちょしてしまう場合があるというお声も聞かれたところでも
ございます。･･･／このため、我々といたしましては、令和五年度の実施要綱のところから、
対象者に関しましては産後ケアが必要な者ということに改めさせていただきまして、より一層
ユニバーサルサービスであるということを明確化しておりまして、三月の自治体の説明者にも
既に説明を終えたところでございます。／また、さらに、令和五年度の予算におきましては、
所得のいかんにかかわらず、産後ケアを必要とする全ての産婦を対象とする利用料の減免支援
も創設したところであります。／産後ケア事業につきましては、令和五年度もガイドラインの
見直しを行うための調査研究を予定しておりまして、こうした取組を通じまして産後ケアを利
用しやすい環境づくりを図り、より一層の全国展開、しっかりと進めてまいりたいと存じます。」
（第211回国会、衆議院・厚生労働委員会第７号、令和５年４月５日、№140）と、「ユニバー
サルサービス」という表現を用いている。
　また、「昨年度、都道府県に対しまして、産後ケア事業の取組状況に関するヒアリングを実
施しております。その中で、市町村と県医師会との委託契約の手続を県が仲介している事例で
すとか、あるいは、県と市町村が組織する委員会によって、事業者に委託して宿泊型の産後ケ
ア事業を実施している事例などについても把握したところでございます。／また、令和五年度
の予算におきましては、新たに、産後ケア事業の委託先の確保等について検討を行うための協
議会の設置等を行う都道府県に対し財政支援を行うこととしてございます。／こうした取組事
例の横展開や財政支援を通じまして、都道府県における積極的な広域調整の取組を我々といた
しましても推進していきたいと考えてございまして、産後ケア事業の全国展開を図ってまいり
たいと思います。」（同、№146）と、委託契約における仲介や協議会設置による市町村支援、
広域調整の取り組みについても述べている。
　広域化などについて黒瀬敏文こども家庭庁長官官房審議官は、「産後ケア事業は、多くの自
治体で産科医療機関や助産所などに委託をして実施をされておりますが、委託先の地域偏在も
指摘をされております。このため、居住自治体以外でも産後ケア事業を利用できるように広域
化を進めていくことが重要というふうに考えております。」（第211回国会、衆議院・厚生労働
委員会第19号、令和５年６月７日、№087）と述べている。また、高齢者施設内でも実施可能
であることについて、「具体的には、母子保健法施行規則におきまして、居室、カウンセリン
グを行う部屋、乳児の保育を行う部屋、その他事業の実施に必要な設備を設置することといっ
た基準を定めているところでございます。／こうした設備等に関する実施基準を満たし、市町
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村が適当と認める場合には、お尋ねのような高齢者施設内においても産後ケア事業を実施して
差し支えがないものというふうに認識をしております。」（同、№91）と答弁している。
（２）こども未来戦略方針への位置づけ
　今後の方向性としての「産後ケア事業」のユニバーサル化を端的に示したのが、こども未来
戦略方針（2023.6.13閣議決定）への位置づけである。特に、こども家庭庁が作成した「こども
未来戦略方針リーフレット」の「MAP」（図６21））には、「妊娠～（伴走型相談支援スタート）
～出産～産後ケア～こども誰でも通園制度～小学校入学～･･･」のように「産後ケア」がユニバー
サルサービスとして描かれている。

（３）「産後ケアを必要とする者」を対象へ
　2023年６月30日付で、こども家庭庁成育局母子保健課から各自治体の母子保健主管部局宛に
出された事務連絡「産後ケア事業の更なる推進について」では、「産後ケア事業」の対象者に
ついて、「産後に心身の不調又は育児不安等がある者」「その他、特に支援が必要と認められる
者」から「産後ケアを必要とする者」に見直しを行い、本事業が「支援を必要とする全ての方
が利用できる」事業であることを明確化したとある。国の施策は急展開を見せた。図１で説明
したような、従来のサービス上の包含関係等はどのようになるのか十分に説明されたとは言い
難いが、産後ケア事業のユニバーサル化の方向性が国から各自治体への発信として確認できる。

図６　こども未来戦略方針MAP
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６．総合考察

　実施主体は市町村であり、実施も努力義務である「産後ケア事業」であるが、関心の高さも
あって2019年の母子保健法改正以来、実施率が急速に上がってきた。そして、2023年４月のこ
ども家庭庁発足により、国の施策としても予算措置としても急展開をみている。このようなユ
ニバーサル化の方向性は歓迎すべきであろう。所得に関わらず利用者の負担をなくする鳥取県
の無償化の試みは先駆的であり、国も非課税世帯以外の全ての利用者を対象とする負担軽減措
置を打ち出している。
　他方、鳥取県東部にもみたように自治体の規模や出生数は様々であり、圏域・県下での連携
は必須であるが、利用者からみれば、たとえ無償となったとしても交通手段の確保など現実的
な問題は山積している。また、助産所など産後ケアを提供する側も、助産師など専門職の複数
体制をとりつつ委託料の範囲内で採算が合う経営は困難を極めている。
　「産後ケア事業」の内容は、子育ての第一歩への支援として、当面利用しない者にとっても
安心感を与える非常に魅力的なものである。費用負担のハードルが低くなるとともに、必要な
時に確実に利用できることが肝要であり、保育・幼児教育・就学へと接続する支援の全体像が
利用者に理解できることも欠かせないだろう。
　産後ケアの需要供給と質の維持向上を、いかに両立させていくのか、国・都道府県・市町村
の各レベルの施策と取り組み、そして民間の取り組みの往還が期待される。鳥取県におけるパ
ブリックコメントとそれへの県の対応、滋賀県草津市における日本版ネウボラの発信と部署ご
との意識的な連携など参考事例として貴重である。
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Abstract

　Child rearing and education are activities that are carried out jointly in the community, 
and it is essential that the various services provided by the national and local governments 
work in coordination. The "Postpartum Care Program" is a measure in the field of maternal 
and child health care, and is attracting attention as a form of first-step support from 
childbirth （birth of the child） to child rearing and education. Although municipalities are 
responsible for implementation of this service and are obliged to make efforts to implement 
it, it is positioned in the Children's Future Strategy Policy （approved by the Cabinet on June 
13, 2023） as part of "measures to address the declining birthrate in different dimensions," 
and is moving toward universalization, targeting all who need it, rather than the limited 
intervention support provided in the past. In this paper, we examine the current status of 
"postpartum care services" in Tottori and Shiga prefectures, and clarify the possibility of 
linking these services with various types of support provided by local governments and 
connecting them with childcare and early childhood education.

Keywords：Postpartum Care Programs, Regional joint system, Local government com-
prehensive policy, Cooperation and Connection, Tottori Prefecture, Shiga Prefecture


